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研究成果の概要（和文）：本研究では、人々の心理的作用を利用したナッジ的施策が、人々の心理的影響を与え
る程度を、NIRSを用いたラボラトリー実験によって明らかにし、人々がナッジ的施策から受けた感情の動態を考
慮したうえで、ナッジ的施策のより適切な費用対効果を明らかにすることを目的とした研究に取り組んだ。グル
ープ間競争の状況に焦点を当てた実験を通じて、脳波の変動から、グループ間競争が人々の心理的に作用し、結
果として、グループ間競争の帰結が、その後のグループ間の協調問題に影響を与える結果が示された。本研究の
成果として、脳波計を実験経済分野に応用するモデルケースとして、挑戦的な新たな研究手法の可能性を示すこ
とができた。

研究成果の概要（英文）：This study was to reveal how much nudge ways have a psychological effect on 
people using laboratory experiments with NIRS. Finally, this study aims to identify more appropriate
 cost-effectiveness of the nudge way, considering the emotional dynamics people receive from nudge 
ways. Through experiments focused on intergroup competition situations, the results show inter-group
 competition statistically significantly affects the brain wave fluctuations of the subjects. Also, 
the inter-group competition experience affects the cooperative decision making between groups. As a 
result of this study, we demonstrated the potential of a challenging new research methodology as a 
model case for applying NIRS to the field of experimental economics.

研究分野：環境経済学

キーワード： ラボラトリー実験　脳波　ナッジ

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
これまでの国内外の既存研究において、すでにナッジ的施策が人々の心理的なコストや便益に影響を与えている
可能性は示されているものの、そのコストや便益について科学的にその程度を直接的に捉える試みは確立されて
いない。本研究では、脳波計を実験経済分野に応用するモデルケースとして、今後のナッジ的施策の真の費用対
効果を明らかにするための方法論の可能性を示すことができたと考えられる。また本研究の成果が、今後の現実
のナッジ的施策をいかに改良すべきか、政策的示唆が多く含まれる結果を含有していると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 近年、費用対効果が高いとされるナッジを用いた取り組みが注目を浴びている。すでに欧米を
はじめ、日本においても、多くナッジを取り入れた施策（ナッジ的施策）が取り入れられている。
ナッジは自分や他者の行動に関する情報を提供することで、人々が社会的に望ましい行動を自
発的に行うように促すことである。ナッジの政策的な意義は単に費用対効果が高いだけでなく、
個人の権利の自由の幅を狭めず、自ら社会に望ましい選択を自主的に選ぶように促す、リバタリ
アン・パターナリズムという新たな思想を取り入れた政策の手段を確立したことにある。これま
での政策議論では、個人の権利の自由を狭めてでも、より社会に望ましい政策を実施するという
考え方（パターナリズム）か、個人の権利の自由を認めた制限のなかでより望ましい政策を実施
すべきという考え方（リバタリアニズム）かという、相反する政策的なジレンマが思想的に存在
していた。ナッジは両者の政策的葛藤を乗り越えることができる可能性が高い施策が提言可能
であり、その成果が期待されている。 
しかしナッジ的施策の実施における根源的問題は実際にナッジ的施策に必要となる情報提供
によって人々が、どのような感情を持ち、その取り組みに参加するか、ということにある。これ
までのナッジの社会的評価において、人々が社会的に望ましいとされる行動をとることで、社会
的な評価を得られ、良い感情を抱き、自身の余剰が増加（以下、モラル効用と定義する）すると
いう理論的仮定に基づいていた。つまり、ナッジによって行動変容が起き、社会的に望ましい行
動を誘発された人は、その行動自体が自身の効用を向上させていると仮定していた。このような
仮定では、ナッジ的な施策導入は経済理論的には社会的余剰を向上させると評価が可能である。 
しかし、ナッジ的施策によって、行動変容を行った人が、必ずしもモラル効用を得ると仮定す
るのは現実的ではない可能性が高い。一般的にナッジ的施策の代表例である社会的比較では、他
者と比較される情報を、人々に提供することで、行動変容を促す。しかしこのような施策におい
ては、人々が与えられた情報をもとに、社会規範からの社会的プレッシャーによる心理的コスト
（以下、モラルコストとする）を受けて、その帰結として、社会的に望ましい行動を強いられて
いる可能性が指摘できる（例えば Allcott & Kessler, 2019）。この場合、ナッジ的施策のモラル
コストを考慮した場合に、必ずしもナッジ的施策が社会的余剰を向上させるということが言え
ない。 
このような背景から、ナッジの人々の心理的側面や感情面への影響をより厳密に理解する必
要がある。とくに実際の人々の社会に望ましい行動が増えたか、減ったかだけでは、真の社会的
な余剰は分析ができない。科学的に人々が各ナッジ的施策からうける心理的なモラルコスト、モ
ラル効用の有無や程度を明らかにする必要がある。これまでの研究では、人々のモラル効用やモ
ラルコストを実験時のアンケートなどの主観的な意思表示にもとづいた分析や推計は行われて
きた。しかし、あるナッジ的施策が人々の心理的即工面にどのように影響したのか、科学的に直
接的に観察を行い、どういった感情が人々のなかで発生し、その帰結として、どのような行動に
結びつくのか、より厳密な関係性を分析した研究は十分にされていない。 
 
２．研究の目的 
本研究では、脳波計（NIRS）を用いたラボラトリー実験によって、ナッジ的施策における心
理的作用を識別し、心理的作用を考慮したうえで、ナッジ的施策の政策的評価を厳密に行うこと
を目的とする。NIRSを用いたラボラトリー実験によって、人々がナッジ的施策を受けた場合の
感情を科学的に識別し、ナッジ的施策の個人に与える心理的効果が施策の社会的余剰にどのよ
うな影響を与えるか分析を行う。 
 
３．研究の方法 
３.１ 本研究課題で中核となる研究方法の概要 
本研究では、ある施策が、人の感情的要素がどのように実際の人々の感情に変化を与え、その
感情の変化がどのような行動を生み出し、結果的、行動の帰結と感情の心理的負荷を考慮した場
合に、一般的な評価と比べてどのように変化するのか、明らかにする、そのために、本研究では
人々の感情に変化を与えるようなトリートメントをラボラトリー実験上で作り出し、実験参加
者の脳波を測定しながら、実験に参加してもらうような実験を行う。そうしたトリートメントを
含まないコントロールグループで同様に脳波の測定を伴う、ラボラトリー実験を行い、トリート
メントグループとコントロールグループの結果を比較することで、目的の達成を目指す。 
今回の実験では、とくにグループ間競争を想定した実験を最初に行ってもらい、第 2の実験と
して、各個人がどの程度、他の人を信じるか、もしくは各実験参加者がどの程度の利他性を発揮
するのか、明らかにすることができるトラストゲームを行う。 
  
３.２ 実験デザイン 
 本研究では、第 1番目の実験として、個人の競争程度や競争環境におけるパフォーマンスの変
化を明らかにするための実験を行う。既存研究では、単純な計算やボール投げなど、男女差など、
個人の特性が発揮しにくいタスクを課し、その結果から実験参加者の競争に対する選好や競争



環境でのパフォーマンス差について検証がされている（例えば、Leibbrandt et al. 2013）。本
研究では、万歩計を振るという単純な作業を 30 秒間行ってもらうタスクを課した。第 1番目の
実験では 4 つのラウンドに構成されている。第 1 番目の実験の第 1 ラウンドにおいて、万歩計
を振った回数に応じて、謝金を支払う設定で実験参加者に万歩計を振るタスクに挑んでもらう。
第 2ラウンドでは、ランダムに組み合わされた他の実験参加者と比較して、万歩計のカウント数
がその相手よりも多い場合は第 1 ラウンドで 1 カウントごとに得られる謝金の倍が得られる。
一方、相手よりもカウント数が少ない場合は、謝金の獲得がこのラウンドではなくなる。第 3ラ
ウンドでは第 1 ラウンドと第 2 ラウンドのどちらかの謝金ルールのいずれかを選択し、その選
択した謝金ルールに従って、万歩計のタスクを行ってもらう。 
最後の第 4 ラウンドのみ、コントロールグループとトリートメントグループ間で差異を設け
て実験を行った。コントロールグループでは、この第 4ラウンドにおいて、同じチーム（同室で
実験を行っている参加者）メンバーが 30 秒間に振った万歩計のカウント数のチーム平均に対し
て、1カウントあたり謝金をチームメンバー全員に支払うルールを用いた。一方でトリートメン
トグループでは、同じ時間帯に同時に実験を行っている別チーム（もう一方の部屋のメンバー）
の平均カウント数と、自身のチームの平均カウント数を比較して、別チームより多いカウント数
であった場合、自身のチームの平均カウント数から謝金を得られ、その 1カウントあたりの謝金
額は、コントロールグループの 2倍のレートとなる。しかし、もし自身のチームの平均カウント
数が別チームの平均カウント数よりも低い場合、このラウンドから得られる謝金はなし、という
ルールを適応した。またトリートメントグループでは、別チームと自身のチームどちらが勝った
か、負けたかについて、ラウンド 4終了直後に伝達した。この伝達はトリートメントグループで
はグループ間競争による感情の変化を生み出すことを目的とした設定である。 
次に第 2番目の実験は第 1番目の実験終了後に引き続き実施をした。この実験では、トラスト
ゲームを用いた実験を行った。トラストゲームは、実験参加者の利他性や参加者間の信頼の程度
を捉える実験であり、多くの研究に応用されている（Croson & Buchan, 1999）。一般的にトラス
トゲームでは最初にある一定金額を持つ送金者（Sender）が匿名（特定のグループなどを想定す
る場合もあるが）の受け取り者（Receiver）に対して、自身のお金の一部、もしくはすべてを送
る。受け取り者は送金者から送られたお金の一定の倍率のお金を得ることができる。受け取り者
はそのお金の一部、もしくはすべてを送金者に送り返す。この 3段階での工程を経ることを想定
して、事前に送金者に選ばれた人が送金を行い、それを受け取った受け取り者がいくら送金者に
送り返すか意思決定する実験である。今回の実験では、実験参加者に送金者となった場合の送金
額と、受け取り者になった場合、送金者から送ってもらった金額別に、各金額のケースにもとづ
いた返金額を用紙に記録してもらう。実験参加者の記録が終わったところで、実験者がランダム
に 2人ずつのペアを作り、各ペアで同様にランダムに送金者、受け取り者を決定する。その後、
ペアとなった参加者同士の記録にもとづいて、謝金を支払う。 
なお今回のトラストゲームでは、自身のペアとなる送金者または受け取り者は、自身の所属す
るチームの人ではなく、他のチームのメンバーのだれかとペアに組み合わされる設定を行った。
第 2番目の実験が開始する際に、その内容については、実験参加者に周知した。コントロールグ
ループでは第 1番目の実験で、グループ間での感情的なイベントを経験せずに、トラストゲーム
を他のチームと行う一方で、トリートメントグループでは第 1 番目の実験のラウンド 4 におい
て、グループ間競争を行ったうえで、競争相手となったグループの実験参加者と第 2番目の実験
を行うこととなる。そのために、トリートメントグループでは、第 1番目の実験でのグループ間
競争で生まれた感情的要素が、第 2番目実験のトラストゲームに反映するような設計を行った。 
前述の実験デザインにもとづいて、九州産業大学において、本研究の本実験を 2024 年 3 月に
実施した。各実験セッションでは実験参加者を各セッションで最大 10 名まで参加可能として、
参加者を募り、各セッションで集まった人数の半数ずつを別の部屋に案内した。各部屋では、実
験実施者として各担当者が 1名ずつ、実験の説明、進行を行った。実験開始直前に NIRS を実験
参加者の頭部に実験終了時（謝金支払い時まで）まで装着してもらい、実験中の参加者の脳波を
リアルタイムで測定した。なお各実験進行状況は、NIRS での脳波測定サプリに付属する動画録
画機能で実験進行を録画するとともに、実験実施者が実験の推移と時間の記録を行った。 
 
４．研究成果 
４.１ 本研究課題の中核となる研究の結果 
 現在までの本実験結果として、全 4セッション、合計で 37 名の実験参加者のデータをもとに
分析した成果を示す。ここでは、第 2番目の実験結果に焦点を当てて実験結果、並びにその成果
を示す。本実験の結果として、第 1に実験によって実験参加者の内面的な側面への影響があった
どうか、分析を行った。脳波測定結果についてはβ波の結果を用い、今回の第 2番目実験におけ
る各実験参加者の平均値を比較した際に、コントロールグループとトリートメントグループ間
で差異が発生したか、確認を行う計量分析を行った。この推計では被説明変数を第 2実験中のβ
波の平均が 0.25 を越えていたかというダミー変数（0.25 を越えていた参加者は 1、そうでない
参加者は 0）を用いている。説明変数としては、トリートメントグループのダミー変数、競争選
好ダミー変数（第 1 番目実験の第 3 ラウンドで、第 2 ラウンドの謝金ルールを選択した参加者
は 1、そうでないものは 0）、トリートメントグループと競争選好ダミー変数との交差項を推計モ
デルに加えている。限界効果の推計結果は表 1の通りである。 



プロビット分析の結果、トリートメントグループのダミー変数は有意にβ波を減少させる可
能性が示された。一般的にグループ間競争が行われた後で、グループ間の協力的な行動の意思決
定を行う場合、緊張が増す傾向が考えられる。しかし本研究の結果では、トリートメントグルー
プでβ波の反応が減少するために、グループ間競争の経験者は、その後のグループ間の協調問題
において、緊張感薄まっていると理解できる。この結果は、グループ間競争による興奮状態が発
生し、緊張感が薄まるような効果が発生した可能性とも解釈可能であると考えられる。 
 次にトリートメントの効果が第 2 番目
の実験結果に影響を与えたかトラストゲ
ームの送金者になった場合を想定した際
の送金額の傾向を分析する。分析の結果、
平均額の推移はコントロールグループと
トリートメントグループではほぼ同じ傾
向を示した。一方で、トリートメントグル
ープにおいて、第 1 番目の実験のラウン
ド 4 のグループ間競争の際に、自身のグ
ループが勝利したグループメンバーと、
負けたグループのメンバーでは送金額に
差が生じている可能性が示された。勝利
したグループは送金額が高い一方で、負けたグループの送金額が減少した傾向が見られた。こう
した結果は、グループ間競争の結果が人々の感情に影響を与え、結果的にその後の協調行動を行
う際の協力的行動を妨げる可能性を示唆する結果と言える。例えば敗北グループの実験参加者
が自身の利益が少ないにも関わらず、勝利者のグループのメンバーに多くのお金を送金したく
ないという不平等回避の発生や敗北グループのメンバーが勝利グループに対してのスパイト行
動を行った可能性も考えられる。また勝利グループの送金額が多いのは、今回の実験のなかで勝
利したグループのほうがより多くの利益を得ているために、その利益を利益が少ない人に分配
することで、勝利グループの参加者が得られる効用が高い可能性も想定できる（Tricomi, 2010）。 
このように、本研究では、グループ
間競争を通じた実験参加者の心理的
変化を捉えるとともに、その結果とし
て、グループ間競争の帰結が人々の協
力行動に影響を与える結果が示され
た。グループ間競争の心理的作用がど
ういったものであるか、より明確な識
別が必要だが、脳波計を実験経済分野
に応用するという、新たな研究手法の
可能性を示すことができた。本研究課
題における中核となる研究成果につ
いては、今後の改定を行ったうえで、
国際学術誌等への投稿、掲載を目指す 
 
４.２  その他関連研究の結果概要、並びに研究成果 
 本研究では中核となる研究以外に、関連研究として、いつかの研究を進展させた。代表的な研
究としては、ある一定の閾値を超えた場合に発生する負の公共財供給問題（ある一定数の非協力
行動が発生した場合に起こる社会的問題）に対して、閾値が不確実だった場合に、個々人の閾値
に対する情報発信がどのように人々の協力的行動に変化を与えるのか、ラボラトリー実験を行
った。結果として、既存研究と異なり、今回対象としたような情報発信が協力的行動を減少させ
るような効果が見られる。こうした結果は今後、本研究課題で行ったような NIRS を応用した経
済実験へ発展させることで、人々の協力問題をより明らかにすることができる可能性を実験後
のアンケート調査から得ることができた。またそのほかにもラボラトリー実験や脳波測定を活
用した本研究課題の関連研究を行った。現在まで本研究課題の関連研究として複数の公刊論文
（国内外の学術誌）、学会発表を行い、研究成果を発信している。 
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  平均 中央値 

コントロールグループ 309 円  300 円 

トリートメントグループ 319 円 300 円 

―勝利グループ 363 円 350 円 

―敗北グループ 275 円 250 円 

説明変数 係数 

トリートメントグループダミー 
-0.423* 

(0.217) 

競争選好ダミー 
-0.591** 

(0.237) 

トリートメントグループダミー 

×競争選好ダミー 

0.604* 

(0.317) 

表 1 β波変化要因分析結果 

表２ トラストゲームにおける送金額 
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